様式第３号
令和　　年　　月　　日

　内灘町長　　生田　勇人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　

誓 約 書

「内灘町ふるさと納税支援業務」の公募型プロポーザル参加にあたり、次の事項について誓約します。
なお、誓約事項に違反した場合は、速やかに書面により報告をするとともに、提案書の提出を辞退し、提案書の提出を行っている場合は、提案書の無効又は受注候補者決定の取り消しとなることについて、一切の異議申立てを行いません。

誓約事項

（１）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第１６７条の４の規定に該当しない者であること。
（２）民事再生法（平成11年法律第225号）及び会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく再生又は更生手続開始の申立てがなされていない者であること。
（３）会社法（平成17年法律第86号）に基づく清算の開始又は破産法（平成16年法律第75号）に基づく破産の申立てがなされていない者であること。
（４）内灘町暴力団排除条例（平成24年条例第1号）に定める暴力団、暴力団員及び暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと。
（５）国税及び地方税の滞納がないこと。
[bookmark: _GoBack]（６）過去５年間（令和３～７年度）で、同様の業務を受注した実績を２自治体以上有し、かつふるさと納税に関する現況調査結果に記載されている寄附額実績が業務受注前と比較し、３００％以上である実績を２自治体以上有していること。
（７）令和９年４月１日までに石川県内に事業所を設置し、本業務を遂行するための専門知識を有した責任者を常駐配置し、業務を遂行する体制がとれること。
